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１．はじめに 
 
 近年，事後評価が大きな社会的関心を集めている．
しかしながら，事後評価の役割については，事前評
価のそれと比較して，学界においても十分な理解が
得られているわけではない．事後評価の方法論も，
事前評価のそれと比較すれば十分に確立されていな
いのが現状である．そのため，公共事業の再評価の
役割をめぐり，少なからぬ混乱も見受けられる．本
研究では「何を目的として事後評価を行うのか」と
いう根本的な疑問に回答することを目的に，事後評
価の役割について再検討を行う．具体的には，最適
契約論の枠組みから事前評価のあり方を導出し，得
られた分析結果に意味解釈を加えることで事後評価
の役割について考察する． 
 

２．モデル 
 
 既存研究 1)を参考に，本研究の目的と照らし合わ
せて，次の３つの要件を満たすモデルを構築する 2)．
すなわち，①事業の計画主体の一連の手続き（事業
評価の委託，代替案の選択など）の表現，②分析者
の事業評価の一連の手続き（事業評価の受託，調査
の実施，分析の実施など）の表現，③事業評価の予
測精度の表現，の３つである． 
 
（１）モデルの登場人物 
 モデルの登場人物として国民，計画主体，分析者
の３主体を考える．国民は事業を通じて建設された
施設から便益を享受する主体，計画主体は実際の公
共事業を策定・実行する主体，分析者は実際の事業
評価・予測を行う主体である． 
 計画主体と分析者の行動規範や取り巻く環境とし
て，以下で説明する状況を考える． 
 計画主体はパラメータ | |λ Λ∈ Λ ⊂ ¡ と公共事業の
代替案 a A∈ によって定まる社会的純便益 ( , )B aλ の
最大化を目的としている．パラメータ λは確率変数
のベクトルの実現値であり，国民の選好パラメータ
などを表す．計画主体は，パラメータ λに関して事
前密度関数 ( )pλ λ ∈ F で表される信念を抱いている．
ただし，F は確率密度関数の集合である．計画主体
の代替案選択問題は， 
 max [ ( , )]

a A
E B aλ λ

∈
 (1) 

と表される．計画主体は，社会的により望ましい代
替案を選択するために，分析者に対して事業評価を
委託する． 

 分析者は調査水準 [ , ]l L l l +∈ ≡ ⊂ ¡ の調査を実施
することでデータセット ldd DD∈ を観測し，パラメ

ータ λについての信念を事前密度関数 ( )pλ λ ∈ F か
ら事後密度関数 ( | )lp ddλ λ ∈ F へとベイズ・ルール
に従って更新する．ただし，データセット ldd は共
有知識である事前密度関数 ( )dd lp dd ∈ F に従う確率
変数のベクトルの実現値である．具体的には交通調
査で観測される交通量などを想定しており，l l ′≤ で
ある任意の ,l l L′∈ について，調査水準 lの調査で観
測されるデータは，調査水準 l ′の調査でも全て観測
されているとする．分析者は，代替案 aが事業実施
に移された場合に実現する社会経済システムの状態
x X∈ についての信念を，ベイズ・ルールに従って
共有知識である事前密度関数 ( | )xp x a ∈ F から事後
密度関数 ( | , )x lp x a dd ∈ F に更新する．状態 xは確率

変数のベクトルの実現値で観測可能・立証可能な変
数である．具体的には，交通施設整備後に実現する
交通量などを想定している．状態 xとパラメータ λ，
代替案 a の間には関数関係 :f A XΛ × a （ . .s t  

( , )x f aλ= ）が成立しており，事後密度関数につい

て次の関係が成り立つ． 
 ( | ) ( | , ) ( , ) /l x lp dd p x a dd df a dλ λ λ λ=  (2) 

分析者にとっての調査および分析の効用タームでの
費用は ( )lψ で表される．ただし， : Lψ +a ¡ は調査
の費用関数である．代替案 aを実施した結果として
状態 xが事後的に観測されたならば，分析者は計画
主体との間に事前に締結した契約に基づいて報酬

( , ( | ))xx q aω ∈i ¡を受取る．ただし， ( | )xq a ∈i F は，
事業評価の結果の一つとして分析者から計画主体に
報告される，事業の影響を表す確率密度関数である．
分析者が報酬ω と調査水準 lの調査と分析の実施か
ら獲得するペイオフは 
 ( ) ( )u lω ψ−  (3) 

で表される．分析者の調査水準の選択と分析結果の
報告に関する最適化問題は， 
 

,
max [ [ ( ( , ( | )))]] ( )

x
dd x x

l L q
E E u x q a lω ψ

∈ ∈
−i

F
 (4) 

で表される． 
 
（２）モデルの流れ 
 計画主体と分析者間で生じるイベントの流れは次
の６段階からなる． 
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【第一ステージ：契約の掲示】 
 計画主体によるプロジェクトの代替案集合 Aと
契約 ( , )lω % の提示．契約には，計画主体が分析者に
実施を要求する調査水準 l% と報酬体系 : Xω  
×F a ¡（ . .s t ( , ( | ))xx q aω i ）が記されている． 

【第二ステージ：契約の選択】 
 分析者が留保効用U ∈¡以上（未満）の効用を獲
得できると判断した場合，契約を締結（拒否）． 
【第三ステージ：調査と分析の実施】 
 分析者が調査水準 lの調査を実施してデータ ldd
を観測．さらに，代替案の経済効果（ ( | )lp ddλ λ お

よび ( | , )x lp x a dd ）を算出． 

【第四ステージ：分析結果の報告】 
 分析者が分析結果を計画主体に対して報告．報告

内容は，実施した調査水準 l%，調査で観測されたデ
ータ ±

ldd %，代替案の経済効果（ ( )qλ λ および ( | )xq x a ）

の３つ．ただし，報告されるデータセット ±
ldd %と代

替案の経済効果（ ( )qλ λ および ( | )xq x a ）の間に矛盾

はない（ ±( ) ( | )lq p ddλ λ λ= % ， ±( | ) ( | , )lx xq x a p x a dd= % ．  

【第五ステージ：代替案の選択と事業の実施】 
 計画主体が，分析者からの事業評価の報告結果に
基づいて，期待社会的純便益を最大化する代替案を
選択・実施． 
【第六ステージ：状態の判明と報酬の支払い】 
 事業の経済効果のうち，立証可能な変数 xが観察
され，事前に規定された報酬体系に従い，計画主体
から分析者へ報酬 *( , ( | ))x q aω i が支払われる． 

 
 以上のイベントの流れの中で，事業決定主体は，
①分析者が実施した調査水準 l，②分析者が調査で
獲得したデータセット ldd ，③代替案の経済的効果
の真の分析結果 ( | )lp ddλ λ および ( | , )x lp x a dd の３
つを観察することができない．したがって，分析者
と計画主体の間に情報の非対称性が存在する．しか
も，分析者には調査水準を偽って自らの調査費用を

節約するインセンティブがある．したがって，l l=% ，
±

l ldd dd= ， ( ) ( | )lq p ddλ λλ λ= ， ( | ) ( | , )x x lq x a p x a dd=
が成り立つとは限らない．計画主体は，適切な契約

( , )lω % の設計を通じて，分析者に対して，適正な事
業評価の実施，評価結果の正直な報告へのインセン
ティブを与えなければならない． 
 
（３）追加的な仮定 
 解析的に分析を行うために，上述の想定に加えて，
以下の仮定を追加する． 
 代替案の集合 Aについては，ひとまず一次元上の
選択問題であると仮定する．社会的純便益は代替案
aについて連続・微分可能であるとし， / 0B a∂ ∂ > を
仮定する．公共事業の場合には，一般に代替案が離
散的であるため，ここでの想定はやや限定的なもの
といえる．ただし，分析の帰結には大きく影響しな

いため，分析の簡単化を優先する． :f A XΛ × a に
関しては，任意の a A∈ について， Λから Xへの一
対一対応の写像であると仮定する．ある xに対応し
て複数の λが対応する場合，観察可能・立証可能な
変数 xに依存した報酬体系のもとで， xについては
分析者に真の報告を行うインセンティブを与えられ
るのに対して， λについては真の報告を行うインセ
ンティブを与えられない，すなわち， 
 [ ( ) ( | )] & [ ( | ) ( | , )]l x x lq p dd q x a p x a ddλ λλ λ≠ =  (5) 

となる可能性がある．その場合には分析が複雑にな
り，解析的に分析結果を導出することが困難になる．
上記の一対一対応の仮定は，分析の簡単化のために
式(5)のケースを排除するものである． 
 報酬からの効用について，分析者は危険回避的で

あり， / 0u ω∂ ∂ > ， 2 2/ 0u ω∂ ∂ < を仮定する．関数 u
の逆関数として， :ϕ ¡ a ¡を定義する．報酬の効
用 関 数 に つ い て の 仮 定 か ら ， / 0uϕ∂ ∂ > ，

2 2/ 0uϕ∂ ∂ > が成り立つ．分析者の報酬 ( , ( | ))xx q aω i
は，観察可能・立証可能な変数の実現値 xと報告さ
れた分析結果 ( | )xq x a に依存している．ただし，上
記の xとλの一対一対応の仮定のもとでは，報酬関
数 : Xω × a ¡F を，パラメータ λ と報告された分
析結果 ( | )q aλ λ に依存した関数として定義し直すこ
とが可能である．そこで，報酬関数を :ω Λ × a ¡F  

. .s t  ( , ( ))qλω λ i と再定義し，以下の分析ではこちら
の報酬関数を用いる．調査・分析の費用関数につい
て， / 0lψ∂ ∂ > ， 2 2/ 0lψ∂ ∂ > ， ( ) 0lψ = ， / | 0l llψ =∂ ∂ = ，

/ |l llψ =∂ ∂ = ∞を仮定する．これらは，最適契約にお
ける調査水準が内点解になるための十分条件である． 
 
 
３．最適契約の導出 
 
（１）計画主体の問題 
 計画者の解くべき非対称情報下における最適契約
問題（II-MH-P）は次のとおり表される． 
 
問題（II-MH-P） 

( ) ( )

max [ ( , )]
max

[ ( , ( ) ) ) | ]l

a A
dd

l c
l

E B a
E

E q dd

λ

ω
λ λ

λ

ω λ
∈

⋅

 
 
−  

%%
%i

 (6) 

. .s t  

[ [ ( ( , ( | )))| ]] ( )
ldd l lE E u p dd dd l Uλ λω λ ψ− ≥% % % %i  (7) 

'

[ [ ( ( , ( | )))| ]] ( )

[ [ ( ( , ( | )))| ]] ( ')  '
l

l

dd l l

dd l l

E E u p dd dd l

E E u p dd dd l l L

λ λ

λ λ

ω λ ψ

ω λ ψ
′

∀
′

−

≥ − ∈
% % % %i

i
 (8) 

[ ( ( , ( | )))| ]

[ ( ( , ( )))| ]   ( )    
l l

l

E u p dd dd

E u q dd q
λ λ

λ λ λ

ω λ

ω λ ∀≥ ∈

% %

%

i
i i F

 (9) 

 
 式(7)は個人合理性条件，式 (8)は調査水準に関する
誘因整合性条件，式 (9)は真の評価結果の自己申告に
関する誘因整合性条件である．標準的なモラル・ハ
ザード・モデルではエージェントの行動の成果がプ



リンシパルとエージェントの双方から観察可能・立
証可能であるのに対して，本研究ではエージェント
（分析者）の行動（調査・分析）の成果である真の
評価結果もエージェントの私的情報である．真の評
価結果を自己申告させる誘因整合性条件として式
(9)が加わっている点に特徴がある． 
 
（２）２つの報酬体系 
 契約問題（II-MH-P）の解を導出するために，情報
価値に基づく報酬体系と対数スコアに基づく報酬体
系の２つを用意する． 
 
定義 1（情報価値に基づく報酬体系） 

( , ( )) ( { ( , ) max [ ( , )]} )
a A

q r B a E B a sλ λω λ ϕ λ λ
∈

= − +i  (10) 

ただし， r ， s：パラメータ 
 
定義 2（対数スコアに基づいた報酬体系） 

( , ( ) ) ( log ( ) )q r q sλ λω λ ϕ λ= +i  (11) 

ただし， 0r < ， s：パラメータ 
 
分析者が報酬から得る効用は式(10)もしくは式(11)
の報酬を関数ϕ の逆関数uで単調変換したもので
ある．情報価値に基づく報酬体系では，実現した社
会的純便益に依存する一方，対数スコアに基づく報
酬体系では，実現した状態の事前評価における予測
確率に依存することがわかる．ただし，両方とも変
動報酬部分と依存しない固定報酬部分からなる線形
報酬体系である点で共通している． 
 
（３）最適契約 
 情報価値に基づく報酬体系と対数スコアに基づく
報酬体系のそれぞれから，計画主体の最適契約問題
（II-MH-P）を遂行する契約を，以下の命題の通り導
出できる（証明は参考文献 2）を参照のこと）． 
 
命題 1 
 情報価値に基づく報酬体系を用いる契約のなか
で，次の条件を満足する契約だけが，最適契約問題
（II-MH-P）を遂行する． 

****
** ** **

[max [ ( , ) | ]]
( ) ( ) ( )

max [ ( , )]
l

dd la A

a A

E E B a dd
s l U l r l

E B a

λ

λ

λ
ψ

λ
∈

∈

 
 ≡ + −
−  

% %% % %  (12) 

****

**

**
( )

( )
[max [ ( , ) | ]] max [ ( , )]

l
dd la A a A

d
l

dlr l
d

E E B a dd E B a
dl λ λ

ψ

λ λ
∈ ∈

≡
 −  % %

%
%  (13) 

**

**

2

2

argmax max [ ( , ) | ]

( ) { ( , )
           [ | ]

  max [ ( , )]} ( )

( ){ [max [ ( , ) | ]]
         . .  

   max [ ( , )]} ( ) ( )

l

l

dd l
l a A

l

a A

dd l
a A

a A

l E E B a dd

r l B a
E dd

E B a s l

r l E E B a ddd
s t

E B a s l ldl

λ

λ
λ

λ

λ

λ

λ
ϕ

λ

λ

λ ψ

∈

∈

∈

∈

≡ 
   −  − +    

 


− + − 

%

** **
**

0

          ( ) argmax [ ( , ) | ]l la A
where a dd E B a ddλ λ

∈

 <


≡% %

 (14) 

 

命題 2 
 対数スコアに基づく報酬体系を用いる契約のなか
で，次の条件を満足する契約だけが，最適契約問題
（II-MH-P）を遂行する． 

** ****

** **

**

( ) ( ))

         ( ) [ [log ( | ) | ]]
ldd l l

s l U l

r l E E p dd ddλ λ

ψ

λ

= +

−
% % %

% %
%     (15) 

** ****

**

**
( )

( )
[ [log ( | ) | ]]

l
dd l l

d
l

dlr l
d E E p dd dd
dl λ λ

ψ

λ
=

% % %

%
%    (16) 

{ }

**

2

2

argmax max [ ( , ) | ]

                     [ ( ) log ( | ) ( ) | ]

       . .  [ [ ( ) log ( | ) ( ) | ]] ( ) 0

l

l

dd l
l a A

l l

dd l l

l E E B a dd

E r l p dd s l dd

d
s t E E r l p dd s l dd l

dl

λ

λ λ

λ λ

λ

ϕ λ

λ ψ

∈

≡ 
− + 

 + − < 

%
 (17) 

 
 
４．考察 
 
（１）最適契約の特徴 
 ３．では，非対称情報下の最適契約問題（ II-MH-P）
を，情報価値に基づく報酬体系と対数スコアに基づ
く報酬体系の二つのもとで導出した． 
 両者の共通点として，変動報酬の係数が調査情報
の限界価値と限界費用の比で決まる点があげられる．
式(13)の右辺分母は情報の限界価値に等しい．一方，
式(16)の右辺分母はシャノン・エントロピーの導関
数値に等しいが，シャノン・エントロピーも情報価
値の一つとして解釈できる 3)．情報価値の定義こそ
違うものの，情報の限界価値と調査の限界費用の比
として解釈できる点では共通している． 
 相違点として，次の二点があげられる．第一は，
真の評価結果を報告する誘因整合性条件の満たし方
である．情報価値に基づく契約では，分析者と計画
主体の目的関数が比例していることを利用して誘引
整合性条件が満たされる．一方，対数スコア・ルー
ルの場合，分析者の目的関数がプロパー・スコアリ
ング・ルール 3),4)の一つであることから，誘引整合性
条件が満たされる．後者の方が、計画主体の期待社
会的厚生最大化の行動仮説を必要としない点で，よ
り頑健なメカニズムといえる．第二は，報酬を決定
する指標についてである．分析者の報酬が，情報価
値に基づいた契約では事後的に実現した社会的厚生
に比例するのに対して，対数スコアに基づいた契約
では実現した状態の事前評価における予測確率の対
数に比例する．分析の信頼性向上の観点からは，後
者の方がより望ましい．ただし，公共事業への社会
的信頼性を確立する観点からは前者の有用性も否定
できない． 
 
（２）最適契約としての事前評価と事後評価 
 ３．で導出した最適契約のなかに，事前評価と事
後評価の基本的な役割が含まれていると筆者は考え
ている． 
 導出された事前評価の最適契約のなかで，事前評



価の作業とは，各代替案の社会的純便益を実施すべ
き事業代替案の決定前の段階で計測する作業に他な
らない．事前評価の実施や情報公開を義務づけるこ
とで計画主体の私的利益追求行動が抑止されると同
時に，計画主体から国民に対して，各事業代替案の
内容や事業代替案の選択基準などに関する情報が伝
達される．この二点は事前評価の代表的な役割とい
える． 
 一方，導出された事前評価の最適契約では，分析
者の報酬が，事後的に実現した社会的純便益，もし
くは，実現した状態の事前評価における予測確率の
対数に比例する．これらは事後的に計測される指標
であり，これらの作業こそが事後評価の基本的作業
であると筆者は考えている．そして，最適契約の視
点から考察するならば，事後評価の役割は，分析者
への誘引付け（具体的には，分析者の作業労力低減
行動の抑止と偽りの分析結果報告の抑止）にあると
いえる．以上の関係を整理したのが表１である． 
 ３．で導出された事前評価の最適契約に関する分
析結果に対して意味解釈を加えることで，事後評価
の役割を確認することができた．無論，想定した状
況に強い影響を受けてはいるが，最適契約の枠組み
に基づき，「何を目的として事後評価を行うのか」
という根本的な疑問に対して，一定の回答を与える
ことには成功したものと考えられる．事後評価をめ
ぐる現在の学界の議論 5)6)を敷衍する限り，社会的損
失の発生の計測のあり方に議論が終始している感を
否めないが，本稿の議論は，事後評価の評価方法に
は，社会的純便益の実測値の計測と実現した社会状
態の事前評価における予測確率の確認という二つの
方法が存在することを示している．これらの点で，
本稿の分析結果は，事後評価の役割についての理解
の促進に寄与するものであるといえる． 
 
（３）分析の留意点 
 最後に，本研究の分析の今後の拡張の方向性につ
いても触れておく．本研究では，①適切な報酬体系
の設計で，②一人の分析者と，③一回限りの，④再
交渉を認めない状況での，契約のあり方が模索され
た．しかしながら，現実には，上記４つの条件が適
切でない場合も少なくない．そのため，より拡張し
た枠組みの必要性は大きい． 
 ①と③の点については，情報公開などを通じた分
析精度の公表や次回業務の受注確率の変更といった，
繰り返しゲームを前提として機能する非金銭的な報
酬に基づいたメカニズムも検討すべきである．本項
のモデルでは，観察可能・立証可能な状態 xとパラ
メータ λが一対一対応していることを前提に最適契
約を考えた．一対一対応や立証可能性が保証されな
い場合でも，評判や指名確率への変更といった非金
銭的な報酬を用いるメカニズムは機能する余地が大
きい． 
 ②の点については，トーナメント方式の検討があ
げられる．社会資本整備の場合，事業実施後の施設
供用状況が景気変動などの影響を受けるのが一般的 

表 1 最適契約としての事前評価と事後評価 
 事前評価 事後評価 

評価の 
目的 

・計画主体の 
私的利益追求の抑止 
・国民への説明責任 
義務の遂行 

・分析者の作業労力 
軽減の抑止 
・偽りの分析結果報告の 
抑止 

評価時点 事業代替案の決定前 施設供用後 

計測対象 社会的純便益の期待値 

・次の２つのいずれか． 
i) 社会的純便益の実測値 
ii) 実現した社会状態の 
予測確率 

 
 
である．最適契約メカニズムで導出される分析者へ
の事後的に支払われる報酬も，当然，それらの影響
を大きく受ける．この時，景気変動などが個別の社
会資本に対して独立の影響を及ぼすよりも，相関し
た影響を及ぼす可能性が大きい点に注意すべきであ
る．危険回避的な分析者に対しては，最適契約で景
気変動などの大きなリスクを被せるよりか，相対評
価を行うことで分析者のリスク負担を小さくする方
式が有効に機能する可能性が大きい． 
 ④の点については，調査・分析結果が観察可能・
立証不可能な情報である場合には，事後的な状態が
判明する前に，計画主体と分析者の間に再交渉を行
う余地がある点に注目したい．調査・分析結果が判
明した段階で，計画主体が分析者に対して，次の条
件を満足する一定報酬 ( )( )l cddω % をオファーするとし

よう． 
 ( ( )) [ ( ( , ( | )))| ]l l lu dd E u p dd ddλ λω ω λ=% % %i  (18) 

式(18)を式(7)および式(8)に代入すれば，分析者の個
人合理性条件や誘引整合性条件が変更しないことが
わかる．再交渉が行われる場合でも，分析者によっ
て最適な調査水準が選択される．一方，式 (18)を式(6)
に代入すれば，計画主体の報酬支払額の期待値が減
少することがわかる．したがって，このケースでは，
再交渉を許容することが常に望ましい．調査・分析
後に徹底的な情報公開を行った場合に限り，リス
ク・フリーな報酬に切り替えるといったメカニズム
を検討すべきであろう． 
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